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Ⅵ-2-5-6 原子炉補機冷却設備の耐震性についての計算書 
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Ⅵ-2-5-6-1 原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷却海水系の 

耐震性についての計算書 



 

Ⅵ-2-5-6-1-1 原子炉補機冷却水系熱交換器の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉補機冷却水系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明す

るものである。 

原子炉補機冷却水系熱交換器は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対

処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を

示す。 

 なお，原子炉補機冷却水系熱交換器は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横置一胴円筒

形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 ただし，基礎ボルトに発生する荷重のうち，せん断力は補強材で支持するものとし,「4.5 補

強材の評価」にて示す方法にて構造強度評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉補機冷却水系熱交換器の構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 2 個の脚で

支持し，脚は基礎

ボルトと補強材

で基礎に固定す

る。 

前後水室に平

板及び鏡板を

有する横置一

胴円筒形容器 

 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

2
 

(単位：mm) 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の算出 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子

炉補機冷却水系熱交換器の耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表 3－1に示す。 

 

        表 3－1 固有周期            (単位：s) 

 (A),(B),(D),(E) (C),(F) 

水平   

鉛直   
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉補機冷却水系熱交換器の構造強度評価のうち，胴板及び脚についてはⅥ-2-1-14「計算

書作成の方法 添付資料-4 横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」

に記載の耐震計算方法に基づき行う。なお，水平地震動による応力と鉛直地震動による応力の

組合せには絶対値和を適用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却水系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示

す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却水系熱交換器の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき

表 4－3及び表 4－4のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却水系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却水系熱交換器の耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却水系熱交換器 Ｓ クラス３容器

 ＊
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類
 ＊1

 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

冷却水系 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等
 ＊2 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊3
 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基準

拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金

については上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 

 

左欄の 1.5 倍の値 

 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SM50B＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 70 ― 298 461 ― 

脚 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

補強材 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SM490B 相当 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

胴板 
SM50B＊ 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
最高使用温度 70 ― 298 461 ― 

脚 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

基礎ボルト 
SS400 

（40mm＜径≦100mm） 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

補強材 
SS400 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

注記＊：SM490B 相当 
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 4.4 疲労解析評価 

胴の応力評価において，一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点Ｓｙの2 倍を上回る，

すなわち一次＋二次応力＞2・Ｓｙとなる場合には，設計・建設規格 PVB-3300に規定された

簡易弾塑性評価方法に基づき，疲労解析評価を実施する。ただし，クラス３容器である本機器

では，Ｓｍを2／3・Ｓｙに読替える。 

なお，疲労解析評価に用いる弾性設計用地震動Ｓｄ及び基準地震動Ｓｓの等価繰返し回数 

Ｎｃは，各々200回とする。 

 

(1) 繰返しピーク応力強さ 

繰返しピーク応力強さＳℓは，次式により求める。 

Ｓℓ＝Ｋｅ・Ｓｐ／2  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.1） 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

a. Ｓｎ＜3･Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 

b. Ｓｎ≧3･Ｓｍの場合 

(a) Ｋ＜Ｂ０の場合 

イ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＜［（ｑ＋Ａ０／Ｋ－1） 

－ 2 41 1０ ０｛（ｑ＋Ａ ／Ｋ－）－ ･Ａ･（ｑ－）｝］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ＊＝1＋Ａ０･｛Ｓｎ／（3･Ｓｍ）－1／Ｋ｝ ・・・・・・・・（4.4.2） 

ロ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）≧［（ｑ＋Ａ０／Ｋ－1） 

－ 21 4 1０ ０｛（ｑ＋Ａ ／Ｋ－ ）－ ･Ａ ･（ｑ－ ）｝］／（2･Ａ０）の場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）･（1－3･Ｓｍ／Ｓｎ）   ・・・・・・・・（4.4.3） 

 

(b) Ｋ≧Ｂ０の場合 

イ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＜［（ｑ－1）－ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝］／ａの場合 

 Ｋｅ＝Ｋｅ＊＊＝ａ･Ｓｎ／（3･Ｓｍ）＋Ａ０･（1－1／Ｋ）＋1－ａ 

                      ・・・・・・・・・・（4.4.4） 

ロ. Ｓｎ／（3･Ｓｍ）≧［（ｑ－1）－ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝]／ａの場合 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋（ｑ－1）･（1－3･Ｓｍ／Ｓｎ）  

                      ・・・・・・・・・・（4.4.5） 
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         ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（4.4.6） 

ａ＝Ａ０･（1－1／Ｋ）＋（ｑ－1）－2･ 1 1 1０｛Ａ･（ － ／Ｋ）･（ｑ－ ）｝ 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓ n ：一次応力と二次応力を加えて求めた応力解析による応力強さのサイクルにお

いて，その最大値と最小値との差 

Ｋ e ：弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

Ｓ p ：地震荷重のみにおける一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Ｓℓ  ：繰返しピーク応力強さ 

 

(2) 運転温度における繰返しピーク応力強さの補正 

縦弾性係数比を考慮し，繰返しピーク応力強さＳℓを次式により補正する。 

Ｓℓ’＝ Ｓℓ・Ｅ0／Ｅ 

Ｓℓ’：補正繰返しピーク応力強さ 

Ｅ0 ：設計・建設規格の設計疲労線図に規定される縦弾性係数 

Ｅ  ：運転温度の縦弾性係数 

 

(3) 疲労累積係数 

疲労累積係数Ｕｆが次式を満足することを確認する。 

Ｕｆ＝Σ（Ｎｃ／Ｎａ）≦1.0 

Ｎ a ：地震時の許容繰返し回数 

Ｎ c ：地震時の等価繰り返し回数 

 

なお，許容繰返し回数の算出には，設計・建設規格 図 添付 4-2-1 炭素鋼，低合金

鋼および高張力鋼の設計疲労線図より求めた値を用いる。 
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 4.5 補強材の評価  

補強材の構造強度評価は，評価上厳しくなる溶接部について実施する。 

(1) 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＦＨ 補強材に生じる水平方向荷重(横方向) N 

Ａ1 評価対象溶接部開先断面積 mm2 

t1 補強材開先部厚さ mm 

σa 補強材溶接部に生じる引張応力 MPa 

ƒｔa 補強材溶接部の許容引張応力 MPa 

 

(2) 計算方法 

補強材は，熱交換器脚部に溶接で取り付けられており，基礎ボルトに作用する荷重のうち，

水平方向荷重を負担するものである。図 4－1 に補強材の構造を示す。 

地震により作用する水平方向荷重は，長手方向地震については補強材の長辺側に，横方向

地震については補強材の短辺側に作用するが，保守的に横方向地震による水平方向荷重が補

強材の短辺側に引張力として作用するものとして評価を行う。 

 

図 4－1 補強材まわりの荷重 

 

補強材に生じる水平方向荷重ＦＨは，次式より求める。 

ＦＨ＝ｍ0・ＣＨ・g ······················································ (4.5.1) 

 

補強材溶接部の断面積Ａ1は，次式より求める。 

Ａ1＝ａ・ｔ1 ··························································· (4.5.2) 

 

補強材溶接部に生じる引張応力σaは，次式より求める。 

σa＝ＦＨ／Ａ1 ·························································· (4.5.3) 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却水系熱交換器の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却水系熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

12 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設  

1.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(A),(B),(D),(E) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

（T.M.S.L. 4.9＊） 

  ＣＨ＝0.63 ＣＶ＝0.46 ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90 1.37 70 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

1.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1724 -540 0 2300 4600 5140 5761 3.828×108 1.444×108 5.307×105 3.232×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

88485 703 703 2200 20.0 44.0＊1 4600 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 
(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

d 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 
1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 231 276 211＊4 394＊4 211 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 231 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

＊3：最高使用温度で算出 

＊4：周囲環境温度で算出 

 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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1.3 計算数値 

   1.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― σｘ４１３＝4 ― ― ― σｘ４１３＝7 ― ― 

組合せ応力 σ０＝77 σ０ｃ＝77 σ０＝83 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 σφ７１＝12 σｘ７１＝11 σφ７１＝12 σｘ７１＝11 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 

 

水平方向地震 

 

引張り 

σφ４１１＝14 

σφ４１２＝6 

σｘ４１１＝5 

σｘ４１２＝6 

 

σφ５１＝17 

 

σｘ５１＝43 

σφ４１１＝24 

σφ４１２＝10 

σｘ４１１＝8 

σｘ４１２＝9 

 

σφ５１＝29 

 

σｘ５１＝73 

による応力  σφ４１＝20 σｘ４１＝14   σφ４１＝33 σｘ４１＝23   

 せん断 τ＝23 τｃ＝5 τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 σ１＝149 σ１ｃ＝146 σ１＝190 σ１ｃ＝195 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝10 ― σｘ６＝10 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

σφ７１＝12 

σφ７２＝41 

σｘ７１＝11 

σｘ７２＝24 

σφ７１＝12 

σφ７２＝41 

σｘ７１＝11 

σｘ７２＝24 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

  σφ４１＝20 σｘ４１＝14 σφ５１＝17 σｘ５１＝43 σφ４１＝33 σｘ４１＝23 σφ５１＝29 σｘ５１＝73 

 

 

 

 

σφ４２１＝14 

σφ４２２＝20 

σｘ４２１＝32 

σｘ４２２＝11 

 

σφ５２＝134 

 

σｘ５２＝63 

σφ４２１＝23 

σφ４２２＝33 

σｘ４２１＝53 

σｘ４２２＝19 

 

σφ５２＝225 

 

σｘ５２＝105 

  σφ４２＝33 σｘ４２＝43   σφ４２＝55 σｘ４２＝72   

 せん断 τ＝23 τｃ＝5 τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 σ２＝250 σ２ｃ＝408 σ２＝447 σ２ｃ＝715 

 

   1.3.2 脚に生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 σｓ４＝3 σｓ４＝3 σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ σｓ２＝40 σｓ３＝9 σｓ２＝67 σｓ３＝15 

せん断 τｓ２＝14 τｓ３＝9 τｓ２＝23 τｓ３＝15 

組合せ応力 σｓ＝53 σｓｃ＝22 σｓ＝86 σｓｃ＝35 

 

   1.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り σｂ 1＝52 σｂ 2＝30 σｂ 1＝115 σｂ 2＝80 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

 

引張り 水平方向地震 

による応力 
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1.3.4 補強材に生じる応力                     (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り σa＝45 σa＝75 

 

1.4 結論 

   1.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   1.4.2 応力                                              (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴板 SM50B＊1 

一次一般膜 σ０＝77 Ｓａ＝277 σ０＝83 Ｓａ＝277 

一次 σ１＝149 Ｓａ＝415 σ１＝195 Ｓａ＝415 

一次＋二次 σ２＝408 Ｓａ＝597 σ２＝715＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ σｓ＝53 ƒ ｔ ＝231 σｓ＝86 ƒ ｔ ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝52 ƒ ｔ s＝158 σｂ＝115 ƒ ｔ s＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り σａ＝45 ƒ ｔ a＝231 σａ＝75 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B 相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

1.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPa として補正する。 

部材 材料 応力 



 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

 

1
8
 

【原子炉補機冷却水系熱交換器(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備  

2.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(A),(B),(D),(E) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

（T.M.S.L. 4.9＊） 

  ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90 1.37 70 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

2.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1724 -540 0 2300 4600 5140 5761 3.828×108 1.444×108 5.307×105 3.232×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0   44.0 ＊1 4600 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 
(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

d 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ 3 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 
1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 ― 276 211＊4 394＊4 ― 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 ― 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

    ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

 ＊3：最高使用温度で算出 

  ＊4：周囲環境温度で算出 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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2.3 計算数値 

   2.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
―  ― ―  ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
―  ― ―  ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
―  ― ―  ― ― σｘ４１３＝7 ― ― 

組合せ応力 ― ― σ０＝83 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ３＝26 σｘ３＝24 σφ３＝26 σｘ３＝24 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１＝23 σｘ７１＝22 σφ７１＝23 σｘ７１＝22 

 

水平方向地震 

 

引張り 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４１１＝24 

σφ４１２＝10 

σｘ４１１＝8 

σｘ４１２＝9 

 

σφ５１＝29 

 

σｘ５１＝73 

による応力  ― ―   σφ４１＝33 σｘ４１＝23   

 せん断 ― ― τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ１＝190 σ１ｃ＝195 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

σφ７１＝23 

σφ７２＝80 

σｘ７１＝22 

σｘ７２＝46 

  ― ― ― ― σφ４１＝33 σｘ４１＝23 σφ５１＝29 σｘ５１＝73 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４２１＝23 

σφ４２２＝33 

σｘ４２１＝53 

σｘ４２２＝19 

 

σφ５２＝225 

 

σｘ５２＝105 

  ― ―   σφ４２＝55 σｘ４２＝72   

 せん断 ― ― τ＝38 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ２＝447 σ２ｃ＝715 

 

   2.3.2 脚に生じる応力                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝67 σｓ３＝15 

せん断 ― ― τｓ２＝23 τｓ３＝15 

組合せ応力 ― ― σｓ＝86 σｓｃ＝35 

 

   2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り ― ― σｂ１＝115 σｂ２＝80 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

水平方向地震 

による応力 

引張り 
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2.3.4 補強材に生じる応力                      (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り ― σa＝75 

 

2.4 結論 

   2.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   2.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 ― ― σ０＝83 Ｓａ＝277 

胴板 一次 ― ― σ１＝195 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 ― ― σ２＝715＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ ― ― σｓ＝86 ƒ ｔ ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝115 ƒ ｔ s＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り ― ― σａ＝75 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B 相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

2.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPa として補正する。 

 

                         

 

部材 材料 応力 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

3. 設計基準対象施設  

3.1 設計条件  

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(C),(F) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

（T.M.S.L. -1.1＊） 

  ＣＨ＝0.58 ＣＶ＝0.44 ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90 1.37 70 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

3.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1714 -535 0 1750 3500 4035 4661 3.801×108 1.438×108 4.983×105 2.594×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0    44.0 ＊1 3500 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 
(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 231 276 211＊4 394＊4 211 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 231 276 

 注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

     ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

   ＊3：最高使用温度で算出 

   ＊4：周囲環境温度で算出 

 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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3.3 計算数値 

   3.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― σｘ４１３＝4 ― ― ― σｘ４１３＝6 ― ― 

組合せ応力 σ０＝77 σ０ｃ＝77 σ０＝82 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
σφ７１＝11 σｘ７１＝10 σφ７１＝11 σｘ７１＝10 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 

 

水平方向地震 

 

引張り 

σφ４１１＝12 

σφ４１２＝6 

σｘ４１１＝4 

σｘ４１２＝6 

 

σφ５１＝15 

 

σｘ５１＝38 

σφ４１１＝20 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝6 

σｘ４１２＝10 

 

σφ５１＝26 

 

σｘ５１＝64 

による応力  σφ４１＝18 σｘ４１＝13   σφ４１＝30 σｘ４１＝21   

 せん断 τ＝19 τｃ＝4 τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 σ１＝140 σ１ｃ＝137 σ１＝178 σ１ｃ＝183 
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     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― σｘ６＝9 ― σｘ６＝9 ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

σφ７１＝11 

σφ７２＝37 

σｘ７１＝10 

σｘ７２＝21 

σφ７１＝11 

σφ７２＝37 

σｘ７１＝10 

σｘ７２＝21 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

  σφ４１＝18 σｘ４１＝13 σφ５１＝15 σｘ５１＝38 σφ４１＝30 σｘ４１＝21 σφ５１＝26 σｘ５１＝64 

 

 

 

 

σφ４２１＝11 

σφ４２２＝21 

σｘ４２１＝26 

σｘ４２２＝12 

 

σφ５２＝116 

 

σｘ５２＝54 

σφ４２１＝19 

σφ４２２＝36 

σｘ４２１＝44 

σｘ４２２＝21 

 

σφ５２＝198 

 

σｘ５２＝92 

  σφ４２＝32 σｘ４２＝38   σφ４２＝54 σｘ４２＝65   

 せん断 τ＝19 τｃ＝4 τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 σ２＝223 σ２ｃ＝356 σ２＝411 σ２ｃ＝639 

 

   3.3.2 脚に生じる応力                                      (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 σｓ４＝2 σｓ４＝2 σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ σｓ２＝33 σｓ３＝8 σｓ２＝56 σｓ３＝13 

せん断 τｓ２＝12 τｓ３＝8 τｓ２＝19 τｓ３＝13 

組合せ応力 σｓ＝44 σｓｃ＝19 σｓ＝73 σｓｃ＝31 

 

   3.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                   (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り σｂ１＝42 σｂ２＝24 σｂ１＝98 σｂ２＝70 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

引張り 水平方向地震 

による応力 
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3.3.4 補強材に生じる応力                      (単位：MPa) 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り σa＝37 σa＝62 

 

3.4 結論 

   3.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   3.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 σ０＝77 Ｓａ＝277 σ０＝82 Ｓａ＝277 

胴板 一次 σ１＝140 Ｓａ＝415 σ１＝183 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 σ２＝356 Ｓａ＝597 σ２＝639＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ σｓ＝44 ƒ ｔ  ＝231 σｓ＝73 ƒ ｔ  ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝42 ƒ ｔ s ＝158 σｂ＝98 ƒ ｔ s ＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り σａ＝37 ƒ ｔ a＝231 σａ＝62 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B 相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

3.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPa として補正する。 

部材 材料 応力 
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【原子炉補機冷却水系熱交換器(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

4. 重大事故等対処設備  

4.1 設計条件  

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系熱交換器 

(C),(F) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

（T.M.S.L. -1.1＊） 

  ― ― ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90 1.37 70 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

 

4.2 機器要目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

       

 

１ 

(mm) 

２ 

(mm) 

３ 

(mm) 

４ 

(mm) 

５ 

(mm) 

６ 

(mm) 

７ 

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

-1714 -535 0 1750 3500 4035 4661 3.801×108 1.438×108 4.983×105 2.594×105 

 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｓ１ 

(kg) 

ｍｓ２ 

(kg) 

Ｄ i 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

ｔ e 

(mm) 

０ 

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 

ｗ 

(mm) 

   2200 20.0   44.0 ＊1 3500 845 1400 0.368 350 

 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ 

(mm
4
) 

Ｉｓｙ 

(mm
4
) 

Ｚｓｘ 

(mm
3
) 

Ｚｓｙ 

(mm
3
) 

０ 

(rad) 

 
(rad) 

1000 300 5.639×1010 1.802×109 5.639×107 6.008×106 2.078 1.410 
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Ａｓ 

(mm
2
) 

Ｅｓ 

(MPa) 

Ｇｓ 

(MPa) 

Ａｓ１ 

(mm
2
) 

Ａｓ２ 

(mm
2
) 

Ａｓ３ 

(mm
2
) 

Ａｓ４ 

(mm
2
) 

1.075×105 201000＊4 77300＊4 5.414×104 4.704×104 4.012×104 3.931×104 

 

Ｋ１１
＊2 Ｋ１２

＊2 Ｋ２１
＊2 Ｋ２２

＊2 Ｋ１ Ｋ２ Ｋｃ１ Ｋｃ２ Ｃ１ Ｃ２ Ｃｃ１ Ｃｃ２ 

  ― ― 
        

  ― ― 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

(mm) 

ｂ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm
2
) 

ｄ１ 

(mm) 

ｄ２ 

(mm) 

ｄ３ 

(mm) 

15 8 4 2 650 2050 
48 

(M48) 1.810×103 75 175 525 

 

Ｓｙ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 

(MPa) 

Ｓ（胴板） 

(MPa) 

Ｓｙ（脚） 

(MPa) 

Ｓｕ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｆ（脚） 

(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 

298＊3 461＊3 ― 231＊4 394＊4 ― 276 211＊4 394＊4 ― 253 

 

t1 

(mm) 

Ａ 1 

(mm2) 

Ｓｙ（補強材） 

(MPa) 

Ｓｕ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

Ｆ（補強材） 

(MPa) 

19 12350 231＊4 394＊4 ― 276 

注記＊1：本計算においては当板を有効とした。 

    ＊2：表中で上段は一次応力，下段は二次応力の係数とする。 

  ＊3：最高使用温度で算出 

  ＊4：周囲環境温度で算出 

（16mm＜厚さ≦40mm） （40mm＜径≦100mm） 

＊
 

＊
 

＊
 

（16mm＜厚さ≦40mm） 

（16mm＜厚さ≦40mm） 
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4.3 計算数値 

   4.3.1 胴に生じる応力 

     (1) 一次一般膜応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

長手方向地震により胴軸断面 

全面に生じる引張応力 
― ― ― ― ― σｘ４１３＝6 ― ― 

組合せ応力 ― ― σ０＝82 σ０ｃ＝77 

 

     (2) 一次応力 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 ― ― ― ― σφ１＝77 σｘ１＝38 σφ１＝77 σｘ１＝38 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

運転時質量による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ２＝20 ― σｘ２＝20 

鉛直方向地震による長手方向曲げ 

モーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

運転時質量による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ３＝24 σｘ３＝23 σφ３＝24 σｘ３＝23 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 
― ― ― ― σφ７１＝22 σｘ７１＝20 σφ７１＝22 σｘ７１＝20 

 

水平方向地震 

 

引張り 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４１１＝20 

σφ４１２＝11 

σｘ４１１＝6 

σｘ４１２＝10 

 

σφ５１＝26 

 

σｘ５１＝64 

による応力  ― ―   σφ４１＝30 σｘ４１＝21   

 せん断 ― ― τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ１＝178 σ１ｃ＝183 

 



 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-1 R0 

 

3
1
 

     (3) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                                                                                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

 応力の方向 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 周方向応力 軸方向応力 

内圧による応力 

（鉛直方向地震時） 
― ― ― ― ― ― ― ― 

鉛直方向地震による長手方向 

曲げモーメントにより生じる応力 
― ― ― ― ― σｘ６＝18 ― σｘ６＝18 

鉛直方向地震による脚反力 

により生じる応力 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

σφ７１＝22 

σφ７２＝75 

σｘ７１＝20 

σｘ７２＝43 

  ― ― ― ― σφ４１＝30 σｘ４１＝21 σφ５１＝26 σｘ５１＝64 

 

 

 

 

― 

― 

― 

― 

 

― 

 

― 

σφ４２１＝19 

σφ４２２＝36 

σｘ４２１＝44 

σｘ４２２＝21 

 

σφ５２＝198 

 

σｘ５２＝92 

  ― ―   σφ４２＝54 σｘ４２＝65   

 せん断 ― ― τ＝32 τｃ＝7 

組合せ応力 ― ― σ２＝411 σ２ｃ＝639 

 

   4.3.2 脚に生じる応力                                     (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

運転時質量による応力 圧縮 ― ― σｓ１＝5 σｓ１＝5 

鉛直方向地震による応力 圧縮 ― ― σｓ４＝5 σｓ４＝5 

水平方向地震による応力 
曲げ ― ― σｓ２＝56 σｓ３＝13 

せん断 ― ― τｓ２＝19 τｓ３＝13 

組合せ応力 ― ― σｓ＝73 σｓｃ＝31 

 

   4.3.3 基礎ボルトに生じる応力                                 (単位：MPa) 

 地震の種類 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 長手方向 横方向 長手方向 横方向 

鉛直方向地震及び水 

平方向地震による応力 
引張り ― ― σｂ１＝98 σｂ２＝70 

水平方向地震による応力 せん断 ― ― ― ― 

水平方向地震 

による応力 

引張り 
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4.3.4 補強材に生じる応力                       (単位：MPa) 

 

 

 

 

 

 

4.4 結論 

   4.4.1 固有周期      (単位：s) 

方向 固有周期 

長手方向 Ｔ１＝  

横方向 Ｔ２＝  

鉛直方向 Ｔ３＝  

 

   4.4.2 応力                                                (単位：MPa) 

   弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

   
算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

 

SM50B＊1 

一次一般膜 ― ― σ０＝82 Ｓａ＝277 

胴板 一次 ― ― σ１＝183 Ｓａ＝415 

 一次＋二次 ― ― σ２＝639＊2 Ｓａ＝597 

脚 SS400 組合せ ― ― σｓ＝73 ƒ ｔ  ＝276 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝98 ƒ ｔ s ＝190 

せん断 ― ― ― ― 

補強材 SS400 引張り ― ― σａ＝62 ƒ ｔ a＝276 

注記＊1：SM490B 相当 

＊2：算出応力が許容応力を満足しないが，設計・建設規格 PVB-3300 に基づいて疲労評価を行い，この結果より耐震性を有することを確認した。 

   

4.4.3 疲労評価 

評価部位 
Ｓ n 

(MPa) 
Ｋ e 

Ｓ p 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓ′＊ 

(MPa) 

Ｎ a 

(回) 

Ｎ c 

(回) 

疲労累積係数 

Ｎ c／Ｎ a 

胴板         

注記＊：Ｅ 0＝2.07×105 MPa Ｅ＝2.00×105 MPa として補正する。 

 

 
地震の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 地震の方向 横方向 

水平方向地震による応力 引張り － σa＝62 

部材 材料 応力 

E 
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Ⅵ-2-5-6-1-2 原子炉補機冷却水ポンプの耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉補機冷却水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを説明するものである。 

原子炉補機冷却水ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設

備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）

に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び動的

機能維持評価を示す。 

なお，原子炉補機冷却水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の横軸ポンプである

ため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の

基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉補機冷却水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 



 

2 

表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベース

に固定され，ポンプベー

スは基礎ボルトで基礎

に据え付ける。 

うず巻形 

（うず巻形横軸ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：mm） 
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1650（C, F） 

1650（A, B, D, E） 
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3. 構造強度評価 

3.1 構造強度評価方法 

原子炉補機冷却水ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 横

軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行う。な

お，水平地震動による応力と鉛直地震動による応力の組合せには絶対値和を適用する。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき， 

表 3－3のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 3－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－5に示す。 

 

3.3 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却水ポンプの耐震性についての計

算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却水ポンプ Ｓ Non＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界

を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設

計基準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

4
 

＊1 

＊  
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表 3－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

    

 

 

 

 

 

5
 

＊  ＊  
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表 3－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 

ポンプ取付ボルト 
 

 
最高使用温度 70   ― 

原動機取付ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 

ポンプ取付ボルト 
 

 
最高使用温度 70   ― 

原動機取付ボルト 
 

 
周囲環境温度 50   ― 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

 原子炉補機冷却水ポンプの動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-1 

横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基づき行う。 

 原子炉補機冷却水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特性

であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確

認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度          (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
横形単段遠心式 

ポンプ 

水平 1.4 

鉛直 1.0 

原動機 
横形転がり 

軸受電動機 

水平 4.7 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有しているこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

 動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉補機冷却水ポンプ(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉補機冷却水ポンプ 

(A),(B),(D),(E) 
Ｓ 

タービン建屋 
T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊1) 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.63 ＣＶ＝0.46 ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90  70 50 

 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

  
  12 

6 

  2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

  
  4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  
  

  4 
2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
 

   軸直角 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
 

   軸直角 軸直角  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

 
 

   軸直角 軸直角  

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm)  

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出 
  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
    

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り σb１＝6  ƒｔｓ１＝173＊ σb１＝14  ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 τb１＝5 ƒｓｂ１＝133 τb１＝7 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り σb２＝4  ƒｔｓ２＝153＊ σb２＝8  ƒｔｓ２＝184＊ 

せん断 τb２＝3 ƒｓｂ２＝118 τb２＝4 ƒｓｂ２＝141 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り σb３＝5  ƒｔｓ３＝158＊ σb３＝11  ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 τb３＝5 ƒｓｂ３＝122 τb３＝8 ƒｓｂ３＝146 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.88 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 

水平方向 0.88 4.7 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉補機冷却水ポンプ(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉補機冷却水ポンプ 
(A),(B),(D),(E) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 
常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 
T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊1) 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90  70 50 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
  

  12 
6 

  2 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
  

  4 
2 

  2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
  

  
  4 

2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  ―  ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  ―  ― 軸直角  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  ―  ― 軸直角  

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出 
  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

―  ―  

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り ― ― σb１＝14  ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 7 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り ― ― σb２＝ 8  ƒｔｓ２＝184＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝141 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り ― ― σb３＝11  ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 ― ― τb３＝ 8 ƒｓｂ３＝146 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

 

2.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.88 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 

水平方向 0.88 4.7 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。
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原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 
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【原子炉補機冷却水ポンプ(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉補機冷却水ポンプ 
(C),(F) 

Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 
(T.M.S.L. -1.1＊1) 

―＊2 ―＊2 ＣＨ＝0.58 ＣＶ＝0.44 ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90  70 50 

 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ
＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
  

  12 
6 

  2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

  
  4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
  

  
  4 

2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    軸直角 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    軸直角 軸直角  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

    軸直角 軸直角  

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm)  

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出 
  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
    

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

    

 

1.4 結論 
1.4.1 ボルトの応力                                             (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り σb１＝5  ƒｔｓ１＝173＊ σb１＝14  ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 τb１＝4 ƒｓｂ１＝133 τb１＝ 6 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り σb２＝3  ƒｔｓ２＝153＊ σb２＝ 7  ƒｔｓ２＝184＊ 

せん断 τb２＝3 ƒｓｂ２＝118 τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝141 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り σb３＝7  ƒｔｓ３＝158＊ σb３＝14  ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 τb３＝5 ƒｓｂ３＝122 τb３＝ 8 ƒｓｂ３＝146 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

1.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.82 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 

水平方向 0.82 4.7 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【原子炉補機冷却水ポンプ(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動によ

る震度 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉補機冷却水ポンプ 

(C),(F) 

常設／防止 
（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 
（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 
T.M.S.L. -4.8 

(T.M.S.L. -1.1＊1) 
―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90  70 50 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ  
(kg) 

ｈｉ  
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ  

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ

＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

  
  12 

6 

  2 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

  
  4 

2 

  2 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  
  

  4 
2 

  2 

 

部材 
Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N・mm) 弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  ―  ― 軸 ― 

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  ―  ― 軸直角  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  ―  ― 軸直角  

 
Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段

は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
  ＊2：周囲環境温度で算出 
  ＊3：最高使用温度で算出 

＊  
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                           (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

―  ―  

 

 

2.4 結論 
2.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張り ― ― σb１＝14  ƒｔｓ１＝207＊ 

せん断 ― ― τb１＝ 6 ƒｓｂ１＝159 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り ― ― σb２＝ 7  ƒｔｓ２＝184＊ 

せん断 ― ― τb２＝ 4 ƒｓｂ２＝141 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り ― ― σb３＝14  ƒｔｓ３＝190＊ 

せん断 ― ― τb３＝ 8 ƒｓｂ３＝146 

すべて許容応力以下である。                       注記＊：ƒｔｓｉ ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

 

 

2.4.2 動的機能の評価結果                       (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 

水平方向 0.82 1.4 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 

水平方向 0.82 4.7 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度とする。 

機能維持評価用加速度（1.0・ZPA）はすべて機能確認済加速度以下である。 
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原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプ取付ボルト 
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Ⅵ-2-5-6-1-3 原子炉補機冷却海水ポンプの耐震性についての計算書
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，原子炉補機冷却海水ポンプが設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能

を有していることを説明するものである。 

原子炉補機冷却海水ポンプは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処

設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価及び

動的機能維持評価を示す。 

なお，原子炉補機冷却海水ポンプは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載のたて軸ポンプ

であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-2 たて軸ポンプの耐震性についての計

算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

原子炉補機冷却海水ポンプの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ポンプはポンプベー

スに固定され，ポン

プベースは基礎ボル

トで基礎に据え付け

る。コラムパイプサ

ポートは，サポート

取付ボルトで中間基

礎に据え付ける。 

ターボ形 

（ターボ形たて軸ポンプ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポンプ取付ボルト 

原動機取付ボルト 

基礎ボルト 

原動機 

原動機台 

吐出しエルボ 

ポンプベース 

コラムパイプ 

コラムパイプ 
サポート 

 
（単位：mm） 

 

A～A 断面 

A            A 

サポート取付ボルト 
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3. 固有値解析及び構造強度評価 

3.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

原子炉補機冷却海水ポンプの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-2 

たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づき行

う。 

 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却海水ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の

評価に用いるものを表 3－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－2に示

す。 

 

3.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却海水ポンプの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき 

表 3－3及び表 3－4のとおりとする。 

 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却海水ポンプの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評

価に用いるものを表 3－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 3－6に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却海水ポンプ Ｓ Non＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３ポンプの荷重の組合せ及び許容応力状態を適用する。また，クラス３ポンプの支持構造物を含む。 

 

表 3－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類*1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 
原子炉補機冷却海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２ポンプ＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設 

    計基準拡張）を示す。 

  ＊2：重大事故等クラス２ポンプの支持構造物を含む。 

  ＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊
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表 3－3 許容応力（クラス２，３ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ） 

許容応力状態 

許容限界＊ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金については上記値と 1.2・Ｓ

との大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる疲労解

析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が 2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-3 R0 

6
 

表 3－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

 

 

 

＊ ＊ 
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表 3－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

コラムパイプ  最高使用温度 50     

基礎ボルト 
 

 周囲環境温度 50     

ポンプ取付ボルト 
 

 最高使用温度 50     

原動機取付ボルト 
 

 周囲環境温度 50     

サポート取付ボルト  周囲環境温度 50     
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表 3－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

コラムパイプ  最高使用温度 50     

基礎ボルト 
 

 周囲環境温度 50     

ポンプ取付ボルト 
 

 最高使用温度 50     

原動機取付ボルト 
 

 周囲環境温度 50     

サポート取付ボルト  周囲環境温度 50     
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3.3 解析モデル及び諸元 

固有値解析及び構造強度評価に用いる解析モデル及び諸元は，本計算書の【原子炉補機冷却

海水ポンプの耐震性についての計算結果】の機器要目及びその他の機器要目に示す。解析コー

ドは，「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」を使用し，解析コードの検証及び妥当性確認等の概要につ

いては，別紙「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.4 固有周期 

 固有値解析の結果を表 3－7，振動モード図を図 3－1，図 3－2に示す。固有周期は，0.05

秒を超えており，柔構造であることを確認した。 

 

表 3－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数＊ 鉛直方向 

刺激係数＊ NS 方向 EW 方向 

1 次 水平 0.152 1.820 1.820 ― 

2 次 水平 0.055 1.410 1.410 ― 

3 次 水平 0.043 ― ― ― 

注記＊：刺激係数は，モード質量を正規化し，固有ベクトルと質量マトリックスの積から算出

した値を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3－1 振動モード（1次モード 水平方向 0.152s） 
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図 3－2 振動モード（2次モード 水平方向 0.055s） 
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3.5 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－8及び表 3－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解

析の基本方針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

表 3－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) タービン建屋 T.M.S.L. 3.5(T.M.S.L. 4.9＊1) 

 固有周期(s) 水平：0.152＊2  鉛直：―＊7 

 減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 

応答水平震度＊4 応答鉛直 

震度＊4 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.152 2.04 2.04 ― 4.18 4.18 ― 

2 次 0.055 1.00 1.00 ― 2.13 2.13 ― 

3 次 0.043 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊5 0.56 0.56 0.46 1.06 1.06 0.90 

静的地震力＊6 0.63 0.63 0.29 ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｄ）より得られる震度を示す。 

＊4：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊5：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度（1.2・ZPA）より定めた震度を示す。 

＊6：静的震度（3.6・Ｃｉ及び 1.2・ＣＶ）を示す。 

＊7：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
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表 3－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 

 床面高さ(m) 
タービン建屋 T.M.S.L. 3.5(T.M.S.L. 4.9＊1) 

 固有周期(s) 水平：0.152＊2  鉛直：―＊5 

 減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：― 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 
固有周期 

(s) 

応答水平震度 応答鉛直 

震度 

応答水平震度＊3 応答鉛直 

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 0.152 ― ― ― 4.18 4.18 ― 

2 次 0.055 ― ― ― 2.13 2.13 ― 

3 次 0.043 ― ― ― ― ― ― 

動的地震力＊4 ― ― ― 1.06 1.06 0.90 

静的地震力 ― ― ― ― ― ― 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：1次固有周期について記載 

＊3：各モードの固有周期に対し，設計用床応答曲線（Ｓｓ）より得られる震度を示す。 

＊4：Ｓｓ又はＳｄに基づく設計用最大応答加速度（1.2・ZPA）より定めた震度を示す。 

＊5：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
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3.6 サポート部の計算方法 

3.6.1 記号の説明 

原子炉補機冷却海水ポンプのサポート部の応力評価に使用する記号を表 3－10に示す。 

 

表 3－10 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｗ サポートに作用する荷重 N 

Ａｓｂ サポート取付ボルトの軸断面積 mm2 

ｎｓ サポート取付ボルトの本数 ― 

τｓｂ サポート取付ボルトに生じるせん断応力 MPa 

 

3.6.2 応力の計算方法 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた荷重Ｗにより，サポート取付ボルトに

生じるせん断応力は次式で求める。 

 

τｓｂ＝            ·····························  (3.6.2.1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却海水ポンプの耐震性について

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｗ 

Ａｓｂ・ｎｓ 

図 3－3 サポート部の応力計算モデル 

サポート取付ボルト 

荷重Ｗ 
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4. 機能維持評価 

4.1 動的機能維持評価方法 

原子炉補機冷却海水ポンプの地震後の動的機能維持評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-2 たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の評価方法に基

づき行う。 

原子炉補機冷却海水ポンプは地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造及び振動特

性であるため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能

確認済加速度を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 機能確認済加速度           (×9.8m/s2) 

評価部位 形式 方向 機能確認済加速度 

ポンプ 
立形斜流 

ポンプ 

水平 10.0 

鉛直 1.0 

原動機 
立形ころがり軸受 

電動機 

水平 2.5 

鉛直 1.0 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却海水ポンプの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値

は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を有している

ことを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却海水ポンプの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示

す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び動的機能を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

(2) 機能維持評価結果 

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉補機冷却海水ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

原子炉補機冷却

海水ポンプ 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊1) 

0.152 ―*4 
ＣＨ＝0.63 

又は＊2 
ＣＶ＝0.46 

ＣＨ＝1.06 

又は＊3 
ＣＶ＝0.90  50 50 ― 0.78 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

  ＊3：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

  ＊4：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

1.2 機器要目 

(1) ボルト                                                              (2) コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

(3) サポート取付ボルト 

部     材 
Ａｓｂ 

(mm2) 
ｎｓ 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

サポート取付ボルト 
 

 
8 199＊ 511＊ 205 205 205 

 
 

 
 
 
 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

 
基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

 
 12 12 ― 

 

 

 

  コラムパイプ    580 12 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

 

 
 20 20 3.438×106 

 

 

 

        

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
  

 

 
 8 8 3.438×106 

 

 

 

  

Ｈｐ 
(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊：最高使用温度で算出 

＊ 

＊ 

注記＊：周囲環境温度で算出 
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                        (2) コラムパイプに作用する力 

  (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
      コラムパイプ   

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
         

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
      

  

(3) サポート取付ボルトに作用する力      （単位：N） 

部材 

Ｗ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート取付ボルト   
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期               (単位：s) 

モード 固有周期 

水平 1 次 ＴＨ１＝0.152 

水平 2 次 ＴＨ２＝0.055 

鉛直 1 次 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
 

1.4.2 ボルトの応力                                      (単位：MPa)  1.4.3 コラムパイプの応力                   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
コラムパイプ  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝83 Ｓａ＝199 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張り σｂ１＝ 3 ƒｔｓ１＝475＊ σｂ１＝ 19 ƒｔｓ１＝475＊ 基準地震動Ｓｓ σ＝155 Ｓａ＝306 

せん断 τｂ１＝ 4 ƒｓｂ１＝366 τｂ１＝ 6 ƒｓｂ１＝366 すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張り σｂ２＝ 5 ƒｔｓ２＝475＊ σｂ２＝ 18 ƒｔｓ２＝475＊ 

せん断 τｂ２＝ 2 ƒｓｂ２＝366 τｂ２＝ 3 ƒｓｂ２＝366  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り σｂ３＝ 16 ƒｔｓ３＝475＊ σｂ３＝ 43 ƒｔｓ３＝475＊  

せん断 τｂ３＝ 7 ƒｓｂ３＝366 τｂ３＝ 11 ƒｓｂ３＝366    

すべて許容応力以下である。                注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi]
 

   

   

1.4.4 サポート取付ボルトの応力                            （単位：MPa） 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート 
取付ボルト 

 せん断 τｓｂ＝9 ƒｓｓｂ＝118 τｓｂ＝18 ƒｓｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。 
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1.4.5 動的機能の評価結果                   (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 4.68 10.0 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 
水平方向 1.88 2.5 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 
又は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）のいずれか大きい方を，鉛直方向は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）を設定する。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

41    

42    

43    

44    

45    

46    

47    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント 

(mm 4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm 4) 

1 1-2 91  5.743×106 ― 
2 2-3 91  8.585×106 ― 
3 3-4 91  8.585×106 ― 
4 4-5 91  8.585×106 ― 
5 5-6 91  1.018×107 ― 
6 6-7 91  6.803×106 ― 
7 7-8 91  6.803×106 ― 
8 8-9 91  8.585×106 ― 
9 9-10 91  8.585×106 ― 
10 10-11 91  6.803×106 ― 
11 11-12 91  6.803×106 ― 
12 12-13 91  1.018×107 ― 
13 13-14 91  8.585×106 ― 
14 14-15 91  4.346×106 ― 
15 15-16 94  7.190×106 ― 
16 16-17 94  1.070×107 ― 
17 17-18 94  7.190×106 ― 
21 21-22 91  9.259×108 ― 
22 22-23 91  6.760×109 ― 
23 23-24 91  2.475×109 ― 
24 24-25 91  9.781×108 ― 
25 25-26 91  9.781×108 ― 
26 26-27 91  5.642×1010 ― 
27 27-28 91  9.781×108 ― 
28 28-29 91  9.781×108 ― 
29 29-30 91  9.781×108 ― 
30 30-31 91  9.781×108 ― 
31 31-32 91  9.781×108 ― 
32 32-33 91  9.781×108 ― 
33 33-34 91  5.891×109 ― 
34 34-35 91  1.887×109 ― 
41 41-42 93  2.588×1010 ― 
42 42-43 93  4.421×109 ― 
43 43-44 93  4.296×109 ― 
44 44-45 94  3.340×109 ― 
45 45-46 94  3.590×109 ― 
46 46-47 94  2.940×109 ― 
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(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

2 23   

5 26   

8 29   
10 31   
12 33   
16 45   

17 46   

34 42   

34 42   

27 －   

41 －   

41 －   
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

41  

42  

43  

44  

45  

46  

47  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃ ) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(― ) 
材質 

91 50   0.3  

93 50   0.3  

94 50   0.3  
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

原子炉補機冷却

海水ポンプ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊1) 

0.152 ―＊3 ― ― 
ＣＨ＝1.06 

又は＊2 
ＣＶ＝0.90  50 50 ― 0.78 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：基準地震動Ｓｓに基づく設計用床応答曲線より得られる値 

＊3：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

2.2 機器要目 

(1) ボルト                                                              (2) コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

(3) サポート取付ボルト 

部     材 
Ａｓｂ 

(mm2) 
ｎｓ  

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

サポート取付ボルト 
 

 
8 199＊ 511＊ 205 ― 205 

 
 

 
 
 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ 

Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
部材 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

 
基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

 
 12 12 ― 

 

 

 

  コラムパイプ ―   580 12 

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

 

 
 20 20 3.438×106 

 

 

 

        

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
  

 

 
 8 8 3.438×106 

 

 

 

  

Ｈｐ 
(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊：最高使用温度で算出 

＊ 

＊ 

注記＊：周囲環境温度で算出 
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                        (2) コラムパイプに作用する力 

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N) 

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  ―  コラムパイプ ―  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  ―     

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
―  ―  ―  

 

(3) サポート取付ボルトに作用する力      （単位：N） 

部材 

Ｗ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

サポート取付ボルト   
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期               (単位：s) 

モード 固有周期 

水平 1 次 ＴＨ１＝0.152 

水平 2 次 ＴＨ２＝0.055 

鉛直 1 次 ―＊ 

注記＊：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
 

2.4.2 ボルトの応力                                      (単位：MPa)  2.4.3 コラムパイプの応力                   (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
コラムパイプ  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ― 

基 礎 ボ ル ト  

（ｉ＝1） 
 

引張り ― ― σｂ１＝19 ƒｔｓ１＝475＊  基準地震動Ｓｓ σ＝155 Ｓａ＝306 

せん断 ― ― τｂ１＝6 ƒｓｂ１＝366  すべて許容応力以下である。 
ポンプ取付ボルト  

（ｉ＝2） 
 

引張り ― ― σｂ２＝18 ƒｔｓ２＝475＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝3 ƒｓｂ２＝366  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
 

引張り ― ― σｂ３＝43 ƒｔｓ３＝475＊  

せん断 ― ― τｂ３＝11 ƒｓｂ３＝366    

すべて許容応力以下である。               注記＊：ƒｔｓi＝Min[1.4・ƒｔｏi－1.6・τｂｉ，ƒｔｏi] 
 

   

   

2.4.4 サポート取付ボルトの応力                           （単位：MPa） 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

サポート 
取付ボルト 

 せん断 ― ― τｓｂ＝18 ƒｓｓｂ＝118 

すべて許容応力以下である。                     
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2.4.5 動的機能の評価結果                  (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向 4.68 10.0 

鉛直方向 0.75 1.0 

原動機 
水平方向 1.88 2.5 

鉛直方向 0.75 1.0 

注記＊：基準地震動Ｓｓにより定まる応答加速度を設定する。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 
又は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）のいずれか大きい方を，鉛直方向は設計用最大応答加速度（1.0・ZPA）を設定する。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 



 

 

29 

 

K
6
 
①
 Ⅵ

-
2-
5
-
6-
1
-
3 
R
0 

2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

41    

42    

43    

44    

45    

46    

47    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm 2) 

断面二次 

モーメント 

(mm 4) 

断面二次 

極モーメント 

(mm 4) 

1 1-2 91   ― 
2 2-3 91   ― 
3 3-4 91   ― 
4 4-5 91   ― 
5 5-6 91   ― 
6 6-7 91   ― 
7 7-8 91   ― 
8 8-9 91   ― 
9 9-10 91   ― 
10 10-11 91   ― 
11 11-12 91   ― 
12 12-13 91   ― 
13 13-14 91   ― 
14 14-15 91   ― 
15 15-16 94   ― 
16 16-17 94   ― 
17 17-18 94   ― 
21 21-22 91   ― 
22 22-23 91   ― 
23 23-24 91   ― 
24 24-25 91   ― 
25 25-26 91   ― 
26 26-27 91   ― 
27 27-28 91   ― 
28 28-29 91   ― 
29 29-30 91   ― 
30 30-31 91   ― 
31 31-32 91   ― 
32 32-33 91   ― 
33 33-34 91   ― 
34 34-35 91   ― 
41 41-42 93   ― 
42 42-43 93   ― 
43 43-44 93   ― 
44 44-45 94   ― 
45 45-46 94   ― 
46 46-47 94   ― 
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(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 

2 23   

5 26   

8 29   
10 31   
12 33   
16 45   

17 46   

34 42   

34 42   

27 －   

41 －   

41 －   
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

41  

42  

43  

44  

45  

46  

47  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃ ) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm 3) 

ポアソン比 

(― ) 
材質 

91 50   0.3  

93 50   0.3  

94 50   0.3  
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉補機冷却水系サージタンクが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説

明するものである。 

原子炉補機冷却水系サージタンクは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）に分類される。以下，設計

基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

なお，原子炉補機冷却水系サージタンクは，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法」に記載の平底た

て置円筒形容器であるため，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 添付資料-5 平底たて置円筒形容

器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基づき評価を実施する。 

 

2. 一般事項  

2.1 構造計画 

   原子炉補機冷却水系サージタンクの構造計画を表2－1に示す。 

1 



 

表2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴下端を基礎ボルトで基

礎に据え付ける。 

たて置円筒形  

（上面及び下面に平板を

有するたて置円筒形容

器） 
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3. 固有周期 

3.1 固有周期の計算 

理論式により固有周期を計算する。固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子

炉補機冷却水系サージタンクの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

計算の結果，固有周期は0.05秒以下であり，剛であることを確認した。固有周期の計算結果

を表3－1に示す。 

 

       表3－1 固有周期      （単位：ｓ） 

  水平  

  鉛直  
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

原子炉補機冷却水系サージタンクの構造強度評価は，Ⅵ-2-1-14「計算書作成の方法 

添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載

の耐震計算方法に基づき行う。なお，水平地震動による応力と鉛直地震動による応力の

組合せには絶対値和を適用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却水系サージタンクの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基

準対象施設の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却水系サージタンクの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」

に基づき，表4－3及び表4－4のとおりとする。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却水系サージタンクの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準

対象施設の評価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるもの

を表4－6に示す。 

 

4.3 計算条件 

   応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却水系サージタンクの耐震

性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機冷却水系

サージタンク Ｓ クラス３容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

原子炉補機 

冷却水系 

原子炉補機冷却水系

サージタンク 

常設／防止 

(ＤＢ拡張) 

常設／緩和 

(ＤＢ拡張) 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

原子炉冷却 

系統施設 

原子炉補機 

冷却設備 

代替原子炉補機 

冷却系 

原子炉補機冷却水系

サージタンク 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「常設／防止(ＤＢ拡張)」は常設重大事故防止設備(設計基準拡張)，「常設／緩和(ＤＢ拡張)」は常設重大事故緩和設備(設計基準

拡張)，「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備及び「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ステ

ンレス鋼及び高ニッケル合金に

ついては上記値と 1.2・Ｓとの

大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによる

疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であるこ

と。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要。 
ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労累積

係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析は不要。 

    注記＊1：座屈による評価は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

    ＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 4－4 許容応力（クラス２,３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

  1.5・fｔ 1.5・fｓ ⅤＡＳ 

（ＶＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊１：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊２：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。  

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 
SM400B 

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 70 ― 233 383 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 

 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 
SM400B 

(厚さ≦16mm) 
最高使用温度 70 ― 233 383 ― 

基礎ボルト 
SS400 

(16＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 ― 231 394 ― 
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却水系サージタンクの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に

示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却水系サージタンクの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結

果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【原子炉補機冷却水系サージタンクの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 
最高使用温度 

(℃) 
周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

原子炉補機冷却水系 

サージタンク 
Ｓ 

原子炉建屋 
T.M.S.L. 31.7＊ 

  ＣＨ＝0.88 Ｃｖ＝0.58 ＣＨ＝1.37 Ｃｖ＝1.16 静水頭 70 50 1.00 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

  2500 9.0 200000＊１ 77000＊１ 1774 3305 15 16 

 

Ｄｃ 
(mm) 

Ｄｂｏ 
(mm) 

Ｄｂｉ 
(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  
(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

2700 2850 2500 
30 

(M30) 
706.9 3.184×108 4.957×108 

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

233＊１ 

(厚さ≦16mm) 
383＊１ ― 

231＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
394＊2 231 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 
＊2：周囲環境温度で算出 

 
1.3 計算数値 

1.3.1 胴に生じる応力 
(1) 一次一般膜応力                                                                   (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 σφ１＝5 ― ― σφ１＝5 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝3 ― ― σφ２＝6 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ２＝1 ― ― σｘ２＝1 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― σｘ３＝1 ― ― σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝8 τ＝5 ― σｘ４＝12 τ＝8 

応力の和 
引張側 σφ＝8 σｘｔ＝7 ― σφ＝10 σｘｔ＝12 ― 

圧縮側 σφ＝-8 σｘｃ＝9 ― σφ＝-10 σｘｃ＝13 ― 

組合せ応力 
引張り  σ０ｔ＝12   σ０ｔ＝19  

圧  縮  σ０ｃ＝10   σ０ｃ＝15  

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-4 R0 

注記＊：基準床レベルを示す。 
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Ａ～Ａ矢視図 
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                  (単位：MPa)              

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力  

鉛直方向地震による応力 σφ２＝3 σｘ３＝1 ― σφ２＝6 σｘ３＝1 ―  

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝8 τ＝5 ― σｘ４＝12 τ＝8  

応力の和 
引張側 σ２φ＝3 σ２ｘｔ＝8 ― σ２φ＝6 σ２ｘｔ＝12 ―     

圧縮側 σ２φ＝-3 σ２ｘｃ＝8 ― σ２φ＝-6 σ２ｘｃ＝12 ―     

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  σ２ｔ＝22   σ２ｔ＝35      

圧  縮  σ２ｃ＝20   σ２ｃ＝30      

 
1.3.2 基礎ボルトに生じる応力              (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 σｂ＝23 σｂ＝53 

せん断応力 τｂ＝16 τｂ＝25 

 

1.4 結論 
1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
水平方向   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
鉛直方向   

胴板 SM400B 

一次一般膜 σ０＝12 Ｓａ＝230 σ０＝19 Ｓａ＝230 
   一次＋二次 σ２＝22 Ｓａ＝466 σ２＝35 Ｓａ＝466 
   圧縮と曲げの 

組合せ 
  

   （座屈の評価） 0.05（無次元） 0.07（無次元） 

   
基礎ボルト SS400 

引張り σｂ＝23 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝53 ƒｔｓ＝207＊ 
   せん断 τb＝16 ƒｓｂ＝133 τb＝25 ƒｓｂ＝159 

                           すべて許容応力以下である。                                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 

＋       ≦1 
αB･(σｘ２＋σｘ３)   αB・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
＋       ≦1 

αB･(σｘ２＋σｘ３)   αB・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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 2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却水系 

サージタンク 

常設/防止 
(ＤＢ拡張) 
常設/緩和 
(ＤＢ拡張) 

原子炉建屋 
T.M.S.L.31.7＊ 

  ― ― ＣＨ＝1.37 Ｃｖ＝1.16 静水頭 70 50 1.00 

 
2.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 

(mm) 
Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

  2500 9.0 200000＊１ 77000＊１ 1774 3305 15 16 

 

Ｄｃ 

(mm) 
Ｄｂｏ 

(mm) 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

2700 2850 2500 
30 

(M30) 
706.9 ― 4.957×108 

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト）

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト）

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

233＊１ 

(厚さ≦16mm) 
383＊１ ― 

231＊2 

（16mm＜径≦40mm） 
394＊2 ― 276 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 
2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

 (1) 一次一般膜応力                                     (単位：MPa)                                      
 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１＝5 ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２＝6 ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２＝1 ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３＝1 ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝12 τ＝8 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝10 σｘｔ＝12 ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝-10 σｘｃ＝13 ― 

組合せ応力 
引張り  ―   σ０ｔ＝19  

圧 縮  ―   σ０ｃ＝15  

注記＊：基準床レベルを示す。 

＊ 
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(2) 地震動のみによって生じる一次応力と二次応力の和の変動値                   (単位：MPa)                

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力  

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２＝6 σｘ３＝1 ―  

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝12 τ＝8  

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝6 σ２ｘｔ＝12 ―     

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝-6 σ２ｘｃ＝12 ―     

組合せ応力 

（変動値） 

引張り  ―   σ２ｔ＝35      

圧 縮  ―   σ２ｃ＝30      

 

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力             (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝53 

せん断応力 ― τｂ＝25 

 

2.4 結論 
2.4.1 固有周期    (単位：s)             2.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
水平方向   算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 
鉛直方向   

胴板 SM400B 

一次一般膜 ― ― σ０＝19 Ｓａ＝230 
   一次＋二次 ― ― σ２＝35 Ｓａ＝466 

   圧縮と曲げの 
組合せ ―  

   （座屈の評価） ― 0.07（無次元） 
   

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝53 ƒｔｓ＝207＊ 

   せん断 ― ― τb＝25 ƒｓｂ＝159 
                          すべて許容応力以下である。                 注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] 
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＋       ≦1 
αB･(σｘ２＋σｘ３)   αB・σｘ４ 

    ƒｃ        ƒｂ 
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1. 概要 

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づき，

原子炉補機冷却海水系ストレーナが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説

明するものである。 

原子炉補機冷却海水系ストレーナは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故

等対処設備においては常設重大事故防止設備（設計基準拡張）及び常設重大事故緩和設備（設計

基準拡張）に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造強度評

価を示す。 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

 原子炉補機冷却海水系ストレーナの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

原子炉補機冷却海水系ス

トレーナはストレーナ胴

部を脚で支持する。脚は

基礎ボルトで基礎に据え

付ける。 

横置円筒形ストレーナ  

 

（単位:mm） 

側面図 正面図 

ストレーナ胴体 

脚 

基礎ボルト 
（評価部） 

基礎ボルト 
（評価部） 

脚 

ストレーナ胴体 

（短辺方向＊） （長辺方向＊） 

1330  

 

注記＊：基礎ボルト（評価部）間の水平方向距離が大きい方を

長辺方向，小さい方を短辺方向とする。 
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2.2 評価方針 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す原子炉補機冷

却海水系ストレーナの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周

期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」

に示す。 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 原子炉補機冷却海水系ストレーナの耐震評価フロー 

 

  

原子炉補機冷却海水系ストレーナの構造強度評価 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

計算モデルの設定 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984（（社）

日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（(社)日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明  

注記＊： １≦ ２ 

 

  

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｓ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ｄ 

Ｅｓ 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆｂ 

ƒｓｂ 

ƒｔｏ 

ƒｔｓ 

Ｇｓ 

g 
ｈ 

Ｉｓ 

１ 

２ 

ｍ 

ｎ 

ｎｆ 

Ｑｂ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

 

ＴＨ 

ＴＶ 

π 

σｂ 

τｂ 

脚の断面積 

基礎ボルトの軸断面積 

脚の有効せん断断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

基礎ボルトの呼び径 

脚の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 

基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） 

せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 

引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 

引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力 

脚のせん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

据付面から重心までの距離 

脚の断面二次モーメント 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

重心とボルト間の水平方向距離＊ 

運転時質量 

基礎ボルトの本数 

評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 

基礎ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40℃における値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

円周率 

基礎ボルトに生じる引張応力 

基礎ボルトに生じるせん断応力 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

mm 

mm4 

mm 

mm 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

 

s 

s 

― 

MPa 

MPa 

＊ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ―   整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点は，

比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。原子炉補機冷却海水系ストレーナの耐

震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

a. 原子炉補機冷却海水系ストレーナの質量は重心に集中するものとする。 

b. 原子炉補機冷却海水系ストレーナは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とす

る。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

原子炉補機冷却海水系ストレーナは，図 4－1 に示す下端固定の１質点系振動モデルとし

て考える。 

 

ｍ 

 

 

 

 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

水平方向固有周期は次式で求める。 

 

               ｍ        ｈ３       ｈ 

1000     3・Ｅｓ・Ｉｓ    Ａｓ・Ｇｓ 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

鉛直方向固有周期は次式で求める。 

 

ｍ       ｈ 

1000    Ａ・Ｅｓ 

 

4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却海水系ストレーナの耐震

性についての計算結果】の機器要目に示す。 

 

  

ｈ
 

ＴＨ＝ 2・π・ ・・・（4.1.1） ＋ ・ 

ＴＶ＝ 2・π・ ・・・・・・・・・・・・・（4.1.2） ・ 
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4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05 秒以下であり，剛であ

ることを確認した。 

 

  表 4－1 固有周期       (単位：s) 

水平  

鉛直  
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1 項 a.～c.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は原子炉補機冷却海水系ストレーナに対して水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(2) 転倒方向は図 5－1，図 5－2 における短辺方向及び長辺方向について検討し，計算書には

計算結果の厳しい方を記載する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2

に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 5－3のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に

示す。



 

 

1
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

原子炉補機

冷却設備 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ 
Ｓ クラス３容器＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：クラス３容器の支持構造物を含む。 

 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉冷却

系統施設 

原子炉補機

冷却設備 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

重大事故等 

クラス２容器＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防止設備（設計基準拡張），「常設／緩和（ＤＢ拡張）」は常設重大事故緩和設備（設計基

準拡張）を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

  

＊ 
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表 5－3 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

   

＊ ＊ 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 231 394 ― 

 

 

 

 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

基礎ボルト 
SS400 

(16mm＜径≦40mm) 
周囲環境温度 50 231 394 ― 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6及び表 5－7に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5＊1 

 (T.M.S.L. 4.9＊2) 

  ＣＨ＝0.56 ＣⅤ＝0.46 ＣＨ＝1.06 ＣⅤ＝0.90 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8＊3 

(T.M.S.L.-1.1＊2) 

  ＣＨ＝0.50 ＣⅤ＝0.44 ＣＨ＝0.99 ＣⅤ＝0.90 

注記＊1：原子炉補機冷却海水系ストレーナ(A),(B),(D),(E)の据付場所及び床面高さを示す。 

  ＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：原子炉補機冷却海水系ストレーナ(C),(F)の据付場所及び床面高さを示す。 

 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5＊1 

 (T.M.S.L. 4.9＊2) 

  ― ― ＣＨ＝1.06 ＣⅤ＝0.90 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8＊3 

(T.M.S.L.-1.1＊2) 

  ― ― ＣＨ＝0.99 ＣⅤ＝0.90 

注記＊1：原子炉補機冷却海水系ストレーナ(A),(B),(D),(E)の据付場所及び床面高さを示す。 

  ＊2：基準床レベルを示す。 

＊3：原子炉補機冷却海水系ストレーナ(C),(F)の据付場所及び床面高さを示す。 
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5.4 計算方法 

 5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 基礎ボルトの計算方法 

 基礎ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引

張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1 計算モデル（短辺方向転倒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 計算モデル（長辺方向転倒） 

  

転倒支点となる 
ボルト列 

(1－Ｃ
Ｖ
)･ｍ･g 

引張りを受ける
ボルト列 

転倒方向 

Ｃ
Ｈ
･ｍ･g 

転倒支点 

(1≦2) 
2 

 

1 

 

ｈ 

2 

 
1 

 

転倒支点となる
ボルト列 

引張りを受ける
ボルト列 転倒方向 

転倒支点 

(1－Ｃ
Ｖ
)･ｍ･g 

Ｃ
Ｈ
･ｍ･g 

ｈ 

2 

 
1 

 

2 

 
1 

 

(1≦2) 
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(1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2で基礎ボル

トを支点とする転倒を考え，これを片側の列の基礎ボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

             ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・１ 

ｎｆ・（１＋２） 

・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.1） 

 

引張応力 

Ｆｂ 

Ａｂ 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂ は次式により求める。 

π 

4 

ただし，Ｆｂが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

(2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

       Ｑｂ ＝ＣＨ・ｍ・g    ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.4） 

        

せん断応力 

            Ｑｂ 

            ｎ・Ａｂ 

  

Ｆｂ＝ 

σｂ ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.2） 

τｂ ＝
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.5） 

Ａｂ ＝
 

・ｄ２
 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.4.1.1.3） 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【原子炉補機冷却海水系ストレ

ーナの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 ボルトの応力評価 

5.4項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力ƒｔｓ 以下であるこ

と。ただし，ƒｔｏ は下表による。 

 

ƒｔｓ ＝ Min[1.4・ƒｔｏ－ 1.6・τｂ， ƒｔｏ]  ················ （5.6.1.1） 

 

せん断応力τｂ はせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であること。

ただし，ƒｓｂ は下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度による 
荷重との組合せの場合 

基 準 地 震 動 Ｓ ｓ  

に よ る 荷 重 と の  

組 合 せ の 場 合  

許 容 引 張 応 力  

ƒｔｏ 
・1.5
2

Ｆ

 
・1.5
2

Ｆ

 

許 容 せ ん 断 応 力  

ƒｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ

 

・1.5
31.5・

Ｆ

 

 

 

  

＊ 
＊ 
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6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

原子炉補機冷却海水系ストレーナの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以

下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有して

いることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【原子炉補機冷却海水系ストレーナ(A),(B),(D),(E)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ(A),(B),(D),(E) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊) 

  ＣＨ＝0.56 ＣＶ＝0.46 ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2)  
Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト  231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
394＊2 231 276 短辺方向 短辺方向 

 

Ｅｓ(MPa) Ｇｓ(MPa) Ｉｓ(mm4) Ａｓ(mm2) Ａ(mm2) 

 201000＊2 77300＊2 2.349×109 1.176×104 4.506×104 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

 

  

部材 
ｍ 
(kg) 

h 
(mm) 

ｄ 

(mm) 
１＊1 
(mm) 

２＊1 
(mm) 

ｎ ｎf 

基礎ボルト   
 

 

  
4 

2 

  2 

 

＊ 

注記＊1：ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

転倒方向 

基礎ボルト 

1 2 

1 2 
(1≦2) 

ｈ 
ｍ･g
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1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                                     (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝3 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝11 ƒｔｓ＝207＊ 

せん断 τｂ＝3 ƒｓｂ＝133 τｂ＝6 ƒｓｂ＝159 

すべて許容応力以下である。                                                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ(A),(B),(D),(E) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. 3.5 

(T.M.S.L. 4.9＊) 

  ― ― ＣＨ＝1.06 ＣＶ＝0.90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト  231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
394＊2 ― 276 ― 短辺方向 

 

Ｅｓ(MPa) Ｇｓ(MPa) Ｉｓ(mm4) Ａｓ(mm2) Ａ(mm2) 

 201000＊2 77300＊2 2.349×109 1.176×104 4.506×104 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―  ―  

 

  

部材 
ｍ 
(kg) 

h 
(mm) 

ｄ 

(mm) 
１＊1 
(mm) 

２＊1 
(mm) 

ｎ ｎf 

基礎ボルト   
 

 

  
4 

2 

  2 

＊ 

注記＊1：ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

転倒方向 

基礎ボルト 

1 2 

1 2 
(1≦2) 

ｈ 
ｍ･g

 



 

 

K6 ① Ⅵ-2-5-6-1-5 R0 

2
2
 

2.4 結論  
2.4.1 ボルトの応力                                                                     (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝11 ƒｔｓ＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ＝6 ƒｓｂ＝159 

すべて許容応力以下である。                                                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
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【原子炉補機冷却海水系ストレーナ(C),(F)の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ(C),(F) 
Ｓ 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

(T.M.S.L. -1.1＊) 

  ＣＨ＝0.50 ＣＶ＝0.44 ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

h 
(mm) 

ｄ 

(mm) 
１＊1 
(mm) 

２＊1 
(mm) 

ｎ ｎｆ 

基礎ボルト   
 

 

  
4 2 

  2 

 

部材 
Ａｂ 
(mm2) 

Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 
Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト  231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
394＊2 231 276 短辺方向 短辺方向 

 

 

 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

  

Ｅｓ(MPa) Ｇｓ(MPa) Ｉｓ(mm4) Ａｓ(mm2) Ａ(mm2) 

 201000＊2 77300＊2 2.349×109 1.176×104 4.506×104 

 

＊ 

注記＊1：ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

転倒方向 

基礎ボルト 

1 2 

1 2 
(1≦2) 

ｈ 
ｍ･g

 



 

 

2
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1.4 結論  
1.4.1 ボルトの応力                                                                       (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り σｂ＝3 ƒｔｓ＝173＊ σｂ＝10 ƒｔｓ＝207＊ 

せん断 τｂ＝3 ƒｓｂ＝133 τｂ＝6 ƒｓｂ＝159 
すべて許容応力以下である。                                                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
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2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ(C),(F) 

常設／防止 

（ＤＢ拡張） 

常設／緩和 

（ＤＢ拡張） 

タービン建屋 

T.M.S.L. -4.8 

(T.M.S.L. -1.1＊) 

  ― ― ＣＨ＝0.99 ＣＶ＝0.90 50 

注記＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機器要目 

 

 

部材 
Ａｂ 

(mm2) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト  231＊2 

(16mm＜径≦40mm) 
394＊2 ― 276 ― 短辺方向 

 

Ｅｓ(MPa) Ｇｓ(MPa) Ｉｓ(mm4) Ａｓ(mm2) Ａ(mm2) 

 201000＊2 77300＊2 2.349×109 1.176×104 4.506×104 

 

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―  ―  

 

 

部材 
ｍ 
(kg) 

h 
(mm) 

ｄ 

(mm) 
１＊1 
(mm) 

２＊1 
(mm) 

ｎ ｎf 

基礎ボルト   
 

 

  
4 

2 

  2 

＊ 

注記＊1：ボルトにおける上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出   

転倒方向 

基礎ボルト 

1 2 

1 2 
(1≦2) 

ｈ 
ｍ･g
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2.4 結論  
2.4.1 ボルトの応力                                                                     (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト SS400 
引張り ― ― σｂ＝10 ƒｔｓ＝207＊ 

せん断 ― ― τｂ＝6 ƒｓｂ＝159 

すべて許容応力以下である。                                                        注記＊：ƒｔｓ ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

 
































































































































































































































